
第 12回肝炎対策推進協議会

議 事 次 第

日  時 平成 26年 7月 9日 (水 )
10:00～ 12:00

場  所 航空会館 大ホール (7階 )

1,開 会

2.議 事

(1)会長及び会長代理の指名について

(2)各自治体における肝炎対策の取組状況について

(3)肝炎対策基本指針に係る施行状況について

(4)委員等からの報告

(5)その他

3.閉 会
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各自治体における肝炎対策の

取組状況について



1-1.肝炎ウイルス検査(特定感染症検査等事業)の実施状況

1-2.肝炎ウイルス検査(特定感染症検査等事業)において、
陽性 (疑いが高い)者に対する、検査後の対応状況

※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、
特別区 (計 141)

※無料検査・未実施の主な理由

委託医療機関・未実施の場合、

レ 保健所のみで対応可能<17>
レ 健康増進事業として、委託医療機関

における無料検査実施く17>
保健所・未実施の場合、

′ 委託医療機関において実施く12>

[_________――――――――――――――――――」

※調査対象 :都道府県、保健所設置市、

特別区 (計 141)

フオローアップの具体的取組

'電
話や文書により受診1犬況を確認

′未受診者への電話や文書による受診勧奨
レ検査結果説明時に紹介状の交付や肝臓専門医療機関、助成制度を紹介

′紹介先の医療機関から受診状況の情報提供を受ける

1※    害主鯉由

|※性 7yな,コ童2理
| ン医療機関に一任 (委託契約内容にフォローアップは含んていなしり,等
1

t_________― ――――――――――――――一―――――――――

※

※

単なる検査後の受診勧奨はフォーローアップに含まない。
自治体として実施するフォローアツプ (医療機関が独自に行い、

※なお、半年後等、経続的なフォローアツプを実施していると回答した自治体は、

都道府県(12)、 保健所設置市(17)、 特別区(5)、 であった。

すべての都道府県、保健所設置市、特別区において、

特別区 (23)

※フォローアップの具体的取組
●保健所/委託医療機関から、
レ専P3医への受診勧奨
レ専門医への紹介状交付

●保健所が、
,電話や保健所への来所による相談・面接の実施
ン電話や文■により受診状況の確認

レ紹介先の医療機関から受診状況の情報提供を受ける

特別区 (23)



※ 調査対象 :都道府県 (計 47)

指定済み拠点病院 (相談センター)の
取組については、肝炎情報センターに

おいて、別途、日査を実施

|※ なお、拠点病院等連絡協饉会については、拠点病院指定済み47都道府県において、
|   >未設置、又は、平成25年度未開催 (不明含む)  : 10 府県
|   >委員名、又は、構成医療機関名について、公表済み : 15 県 という状況
1      非公表の主な理由:委嘱時に同意を得ていないため 等
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3.都道府県における、肝炎対策協議会の設置口開催状況
※調査対象 :都道府県

(計47)

崎 認

委員としての

患者等※1の任命状況
開催実績(25年度)

実施 予定 稽
種

な し 1回 2回 3回

籠
縣
０
47 ａ

ロ
ロ
４ 0 ″ 6 2. 34

ヽ

9 2

※1 患者等とは、患者・感染者 。家籐 遺族のいずれかを指す。

★患者等を委員としていない主な理由 :

>  協議会において審議中
>  適切な方の選定が難しいため
>  肝炎患者を代表する患者団体等の組織
が県内に存在しないため

>  診療体制の構築等を目的として医療機
関の専門家等で構成しているため、 等

★開催していない主な理由 :

>  協議事項がないため
>  日程調整の不調

3



※ 肝炎対策協籠会等の委員として、患者等
を任命している場合を含む

※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

↓      特別区(計
141)

※本更集計対象 :都道府県 (計 47)

※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

↓      特別区
(計 141)

※本賣集計対象 :都道府県 (計 47)

ヒアリングの主な内容 :

・医療費助成の充実

,陽性者の受診勧奨

・肝炎患者支援の充実

。普及啓発の推進  等

※ 上記以外の取組としては、主に下記内容等を実施。
●新聞:   例)医療費助成制度の案内、肝炎ウイルス検査受検勧奨、講演会・患者サロンのお知らせ、
く18自治体〉  肝炎コーディネーターの紹介 等

●テレビ:  例)肝炎ウイルス検査受検勧奨、肝疾患相談センターの紹介、医療費助成制度の案内、
く14自治体〉  肝臓週間について、日本肝炎デーの紹介、患者サロンのお知らせ 等

●自治体広報誌等 :例)肝炎ウイルス検査受診勧奨、医療費助成制度の紹介、肝臓週間について

(25自 治体〉 肝疾患相談センターの紹介、日本肝炎デーの紹介、講演会・患者サロンのお知らせ 等

●ホームページ:例 )肝炎の紹介、医療費助成制度。肝炎ウイルス検査の案内、専門医療機関の紹介、
く45自治体〉   市民公開講座のお知らせ、肝臓週間について、日本肝炎デーについて 等
●シンポジウム:例 )肝炎の治療や臨床検査、栄養管理などについて、医療費助成制度の紹介、
く17自治体〉 肝炎ウイルス検査受検勧奨 等

●その他:   例)ラジオ、有線放送による普及啓発、街頭キャンペーン、パネル展示、講習会の実施
(26自治体〉  コールセンターでの無料検査の案内

|

|

|

|

|



I健康増進事業の個別勧異

事
務
的
要
因

財
政
等
の
要
因
　
　
そ
の
他

・対象者の選定が困難であるため。
(未受診者、過去の受診歴、集団検診以外の受
診者の把握が難しい。)

・各種検診ごとの対象者となる基準が異なり、検診ご

との個別勧奨通知は業務量が増大するため。

・費用対効果に疑間があり財政的措置が難しい。(事

務の煩雑性に比較し、受検者数が伸びない。)
。システム改修に費用がかかる、マンパワーが限られる
(がん検診推進事業等で手一杯)

。健診 (検診)受診者も肝炎ウイルス検査を受けたか
覚えてない方が多い

・合併前の旧市町村の一部が肝炎ウイルス検診の受
診歴データを保有していない。

・電算処理により対象者を把握 (住民基本台帳や健康管
理システム等のデータを基に、肝炎検診受診データを突合し、
肝炎ウイリレス検診の受診歴のある者を除外して、対象者を
抽出)

,大腸がん。早Lがんのクーポン対象年齢と同じなので、一括
で住民基本台帳より抽出

・検診団体と個別健診を実施している医師会からデータを

もらつている。

・特定健診・がん検診と運動して受診券、無料クーポン券、

案内チラシを同封。住民検診通知に同封。

・既存のクーポン事業と併せることで対象者の抽出作業を

効率的にしている

・集団健診申込者の中で40歳を節目検診の対象者として

実施

(出典)厚生労働省「都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

Π肝炎患者支援手帳

10,000部以上

5,000～9,999部

1,000～ 4,999部

1,000部未満

不明

未作成

9自治体

7自治体

12自治体

2自治体

1自治体

16自治体

今後作成予定。作成を検討予定 5自治体

診療連携バスを進めているため        5自 治体

他の優先的課題がある           1自 治体

予算措置がされなしため          1自 治体

医師の負担になるとの意見があるため      1自 治体

診療報酬上の評価がない          1自 治体

肝炎診療連携がうまく機能しているため     1自 治体

手帳の必要性について十分検討できていない  1自 治体

拠点病院、専門医療機関、肝疾患かかりつけ医(医師会)、 薬局(薬剤師会)、 看護協会、検診機関、健康保険組合、
保健所、市町村(健康福祉センター)、 患者団体、患者個人

・肝炎(肝疾患)の基礎情報 (病態、治療ガイドラインや副作用、検査の種類。内容の解説、定期的受診、食事、運動、他
人への感染予防等の日常生活の注意点、差別・偏見について、用語解説等)

・拠点病院、専門医療機関、相談窓口、肝疾患相談担当医、患者会、肝炎医療費助成制度等各種制度等の紹介

・検査・受診状況記録、体調の記録欄、連携′1ス、療姜日記欄、患者体験記

(出典)厚生労働省「都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」
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皿地域肝炎治療コーディネーター

開催済み

今後開催予定・検討予定

30自治体

2自治体

対象者

職種

内容

保健所、市町村、医療機関、薬局、検診機関、民間企業、福祉施設等における健康管理担当者、医療
従事者、検査担当者、安全衛生担当者、人事担当者、事務担当者等

医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士、臨床検査技師、臨床工学技士、
介護福祉士、診療放射線技師、医療ソーシャルワーカー、健康管理者、事務職

疫学、肝炎医療費助成制度、病態・治療法 (B・ C型肝炎、肝硬変・肝がん、NASH)、 都道府県の肝炎
対策の現況、患者会、肝炎患者の食事と運動、支援方法、就労と治療の継続、精神的ケア、当事者の話

活動場所  保健所、市町村、医療機関、薬局、検診機関、民間企業、福祉施設等

活動内容  ・肝炎についての正しい知識の普及啓発、感染者への不当な差別防止
・未受検者への受検勧奨、検査内容や検査結果についての情報提供
・陽性者に対する受検勧奨、受診状況の確認、再指導、保健指導、相談対応、治療内容の説明
・医療費助成制度、医療機関、相談センター、肝臓病教室、患者サロン、患者会等の紹介

(出典)厚生労働省「都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」

Ⅳ 出張型検診

実施済み

実施していない

職城 8自治体

6自治体
14自治体  |||〉  商業施1い市民ホール等
33自治体

壊  ・労働安全衛生法上の検診に付加して無料実施

・普及啓発イベントにあわせて検診を実施
・休日街頭検査をH:V検査と併せて実施

・働き盛りで医療機関や保健所へなかなか行けない方に対・
しウイルス検査を実施できる(検査機会の創出)
・受検者も1回の検診で済む利点がある
。過疎地域において,感染リスクの懸念される事業所を対
象に行つた
。従業員数が小規模な事業所への周知・対応が課題

・肝疾患連携拠点病院 (肝炎に関する資料の配付やポス
ター展示を実施)との共催により効果的に行うことができた
・ガラガラ抽選会をしたり、量販店内でコンサートを実施した
りしながら、立ち止まつた方に受検の案内をすることで、普段
病院に行けない方も検査を受けてもらうことができた
。プライバシーに配慮した会場の設営、無料匿名検査のた
め、要確認となつた場合の事後フォーローが実施されにくい
。医師や場所の確保が必要になり、回数が制限される
・がん検診の普及啓発キャンペーンと併せて実施することで
PRできた

(出典)厚生労働省「都道府県肝炎対策取組状況アンケート調査結果」
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(単位 :件 )

年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

インターフェロン治療
(3剤併用療法を除く)

44,731 26,594 28,797 16,171 13,653

ネ亥酸アナログ

製剤治療
38,038

48,682

(新規)11,916
(更新)36,766

54,432
(新規)10,971
(更新)43,461

3剤併用療法 1,550 6,889

計 44,731 26,594 66,835
66.403

(新規)29,637
(更新)36,766

74,974

(新規)31,513
(更新)43,461

ウイルス性肝炎患者等の重症化予防の推進 12億円 (9.5億円)

―

1ヽ年

'1‐

‐手1??呵「
円1199■″P

‐1'肝炎ウイルス検診 (健康増進事業)(1,960百 万円 ) 、_.… 4)
肝炎ウイルス検査未受診者

肝炎ウイルス検査の受検

肝炎ウイルス陽性者

(29百万円 )

●肝炎ウイルス検診 (重症化予防推進事業)

(925百 万円 )

(3百万円)

・陽性者 (健康増進事業)へ初回精密検査の受診勧奨
・経過観察者、抗ウイルス治療非適応者への定期検査の受診
働奨 (把握できた管内の対象者全員)

2■ 症 4じ予防推進事業 1211円 9ヽ511円

■:2■症化予防推違事業 12億 円195億 円 )

11肝炎ウイルス検診 (重症化予防推進事業)
(925百 万円、再褐 )

(3百万円、再掲 )
・陽性者 (特定感染症検査等事業)へ初 密検査の受診勧奨

③
(115百万円)対 彙:肝贅ウイルス疇性者

④非■税世書の者への年1回の定期趣査費用の助成

(178百万円)
対彙:慢性肝炎、肝豪壼、Fがん慮者 肝炎等の重症″予防

経過観察者

医療機関において

初回精密検査の受診
¨
― ‐_二 、_二 ,_―

抗ウイルス療法適応者

抗ウイルス療法
による治療
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肝炎対策基本指針に係る施行状況について
第 12回 肝炎対策推進協日会
平成26年 7月 9日     1 資料 2

肝炎(B型肝炎及びC型肝炎をいう。以下同じ。)は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化し、肝硬変
や肝がんといつたより重篤な病態に進行するおそれがある。このため、肝炎患者等が生活する中で関わる全ての
者が肝炎に対する理解を深め、これらの者の協力の下、肝炎患者等が安心して生活できる環境づくりに取り組
むことが必要である。
また、肝炎対策は、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、国民の理解、協力を得て、肝炎患者等を含む
関係者が一体となつて、連携して対策を進めることが重要である。

肝炎ウイルスの感染経路は様々であり、個々人が肝炎ウイルスに感染した可能性があるか否かを一概に判断す
ることは困難であることから、全ての国民が、少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受検する必要があると考えら
れる。このため、肝炎ウイルス検査の受検体制を整備し、受検の勧奨を行うことが必要である。

肝炎患者等の健康保持のためには、個々の状況に応じた適切な治療を受けることが重要である。
肝炎患者等に対し、病態に応じた適切な肝炎医療を提供するためには、専門的な知識や経験が必要である
ため、個々の肝炎患者等は、肝炎医療を専門とする医療機関(以下「専門医療機関」という。)において治療方
針の決定を受けることが望ましい。
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続して適切な治療を受けることが必
要である。
このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよう、地域の特性に応じた肝疾
患診療体制の整備の促進に向けた取組を進める必要がある。
また、肝炎ウイルスを排除し又はその増殖を抑制する抗ウイルス療法(肝炎の根治目的で行うインターフェロン治
療又はB型肝炎の核酸アナログ製剤治療をいう。以下同じ。)については、肝硬変や肝がんといつた、より重篤な
病態への進行を予防し、又は遅らせることが可能であり、またぃウイルス量が低減することにより二次感染の予防
につながるという側面がある。このため、引き続き、抗ウイルス療法に対する経済的支援に取り組み、その効果を
検証していく必要がある。

肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変や肝がんといつた重篤な病態に進行する。このた
め、肝炎医療の水準の向上等に向けて、肝炎に関する基礎、臨床及び疫学研究等を総合的に推進する必要
がある。
また、肝炎患者等の負担軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる行政的な課題を
解決するために必要な研究についても進める必要がある。

肝炎ウイルスは、感染しても自党症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識していても、感染
者が早急な治療の必要性を認識しにくい。このため、国民一人一人が自らの肝炎ウイルスの感染の有無を把
握し、肝炎についての正しい知識を持つよう、更なる普及啓発に取り組む必要がある。
さらに、肝炎患者等に対する不当な差別を解消し、また、感染経路についての知識不足による新たな感染を予
防するためにも、肝炎についての正しい知識の普及が必要である。

(6) に

肝炎患者等及びその家族等の多くは、肝炎が肝硬変や肝がんといつた、より重篤な病態へ進行することに対す
る将来的な不安を抱えている。また、治療における副作用等、治療開始前及び治療中において、精神的な負
担に直面することも多い。このため、こうした肝炎患者等及びその家族等の不安や精神的負担の軽減に資する
ため、肝炎患者等及びその家族等への相談支援を行う必要がある。
また、肝炎患者等及びその家族等を含む国民の視点に立つた分かりやすい情報提供について、取組を強化す
る必要がある。
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第2肝 炎の予防のための施策に関する事項
(2)今後取組 か必要な事 項 について

7

一タ

国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止する
ため、日常生活上の感染予防の留意点を取りまとめた
啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ
る感染予防ガイドライン等を作成するための研究を推
進する。また、当該研究の成果物を活用し、地方公共
団体等と連携を図り、普及啓発を行う。

「集団生活の場における肝炎ウイリレス感染予防ガイド
ラインの作成のための研究【厚生労働科学研究 (H23
～H25)】 」

研究成果を活用した国及び地方公共団体による普及
啓発

8

イ

国は、ピアスの穴あけ等血液の付着する器具の共有を
伴う行為や性行為等、感染の危険性のある行為に興
味を抱く年代に対して、肝炎についての正しい知識と理
解を深めるための情報を取りまとめ、地方公共団体等
と連携を図り、普及啓発を行う。

「肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研
究【厚生労働科学研究(H24～ H25)】」

9

国及び地方公共団体は、医療従事者等の感染のリス
クの高い集団を中心として、B型肝炎ワクチンの有効
性、安全性等に関する情報提供を行う。

感染予防ガイドラインの周知

肝炎患者等支援対策事業

10

工

国は、水平感染防止の手段としてのB型肝炎ワクチン
接種の有効性、安全性等に関する情報を踏まえ、当
該ワクチンの予防接種の在り方について検討を行う。

厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会予防接
種基本方針部会

第 3 1 F炎検査の実施体制及び横査能力の向上に関する事 1
(2)今後取組が必要な事項について
ア

国は、国民の肝炎ウイルス検査に係る受検率や検査
後の受診状況等について把握するための調査及び研
究を行う。

肝炎検査受検状況実態把握事業事業

「急性感染も含めた肝炎ウイルス感染状況・長期経過
と治療導入対策に関する研究【厚生労働科学研究
(H25～ H27)】 J

12

イ

国は、現在、地方公共団体が実施主体となつて行つて
いる肝炎ウイルス検査について、地方公共団体に対
し、引き続き、検査実施とその体制整備を要請するとと
もに、肝炎ウイメレス検査の個別勧奨や出張型検診等
を推進することにより、更なる検査実施を支援する。

ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業

健康増進事業

13

ワ

国及び地方公共団体は、住民に向けた肝炎ウイリレス
検査に関する広報を強化する。あわせて、職域におい
て健康管理に携わる者や、医療保険者、事業主等の
関係者の理解と協力の下、引き続き、これらの関係者
から、労働者に対する受検勧奨が行われるよう要請す
る。

肝炎総合対策推進国民運動事業

職域におけるウイリレス性肝炎対策に関する協力要請

「職域におけるウイルス性肝炎患者に対する望ましい配
慮及び地域を包括した就労支援の在り方に関する研
究【厚生労働科学研究 (H26～ H28)】」

9



14

工

国は、多様な検査機会が確保されるよう、医療保険
者が健康保険法 (大正‖年法律第70号 )に基づき行
う健康診査等及び事業主が労働安全衛生法 (昭和
47年法律第57号 )に基づき行う健康診断に併せて実
施する肝炎ウイルス検査については、継続して実施され
るよう医療保険者及び事業主に対して要請する。ま
た、医療保険者や事業主が肝炎ウイリレス検査を実施
する場合の検査結果について、プライバシーに配慮した
適正な通知と取扱いがなされるよう、医療保険者及び
事業主に対して改めて周知する。

職域におけるウイリレス性肝炎対策に関する協力要請

「職域におけるウイリレス性肝炎患者に対する望ましし酒己
慮及び地域を包括した就労支援の在り方に関する研
究【厚生労働科学研究 (H26～ H28)】 」

15

イ

国は、肝炎ウイメレス検査の受検前及び結果通知時に
おいて、受検者各自が、病態、治療及び予防について
正しく認識できるよう、肝炎の病態ι治療及び予防に
関する情報を取りまとめ、地方公共団体等と連携を図
り、普及啓発を行う。

国及び地方公共団体による普及啓発

肝炎患者等支援対策事業(市民公開講座、肝臓病
教室)

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

16

刀

国及び地方公共団体は、医療機関に対し、手術前
等に行われる肝炎ウイリレス検査の結果について、受検
者に適切に説明を行うよう要請する。また、国は、医療
機関において手術前に行われる肝炎ウイルス検査の結
果説明状況等について、実態把握のための調査研究
をイ予う。

手術前等に行われる肝炎ウイルス検査結果の受検者
に対する説明の要請 (平成26年 4月 23日付課長通
知 )

肝疾患診療連携拠点病院間連絡協議会で通知の
徹底 (平成26年 7月 18日 )

「病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎
患者の病態に即した相談に対応できる相談員育成の
ための研修プログラム策定に関する研究【厚生労働科
学研究(H23～ H25)】」

「肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研
究【厚生労働科学研究 (H24～ H25)】 」

千

国は、独立行政法人国立国際医療研究センター肝
炎情報センター(以下「肝炎情報センター」という。)に
対し、国立国際医療研究センターの中期目標及び中
期計画に基づき、拠点病院において指導的立場にあ
る医療従事者に対して、最新の知見を踏まえた肝炎
検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請
する。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

第4庁 炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(2) 学後取組が必要な事項について

18

国は、地方公共団体と連携して、肝炎患者等が個々
の病態に応じた適切な肝炎医療を受けられるよう、肝
炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支援
を地域や職域において中心となつて進める人材の育成
を推進する。また、肝炎患者等に対する情報提供や、
拠点病院、専門医療機関及びかかりつけ医の連携等
に資するため、肝炎の病態、治療方法、肝炎医療に
関する制度等の情報を取りまとめた手帳等を肝炎患
者等に対して配布する。

肝炎患者等支援対策事業 (地域肝炎治療コーディ
ネーター養成、肝炎患者支援手帳の作成・配布)

19

4

国は、地域や職域において健康管理に携わる者が肝
炎患者等に対して提供するために必要な情報を取りま
とめ、地方公共団体や医療保険者等と連携を図り、
普及啓発を行う。

国及び地方公共団体による普及啓発

「職域におけるウイルス性肝炎患者に対する望ましし嘔己
慮及び地域を包括した就労支援の在り方に関する研
究【厚生労働科学研究 (H26～ H28)】 」

10



20

ワ

国は、肝炎情報センターが拠点病院の医療従事者を
対象として実施する研修を効果的に進めるための技術
的支援を行う。また、国及び都道府県は、拠点病院が
行う研修について、より効果的な実施方法等について
検討し、研修内容の充実を図る。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

肝炎患者等支援対策事業 (肝炎専門医療従事者
及び一般医療従事者を対象とした研修事業)

21

工

国は、地域における診療連携の推進に資する研究を
行い、その成果物を活用し、地域の特性に応じた診療
連携体制の強化を支援する。        `

「慢性肝炎・肝硬変・肝癌の病態解明と各病態および
都市形態別で求められる医療を考慮したクリティカルバ
スモデリレの開発のための研究【厚生労働科学研究
(H23～ H25)】」

22

国は、職域における肝炎患者等に対する理解を深める
ため、肝炎の病態、治療方法及び肝炎患者等に対す
る望ましし晒己慮についての先進的な取組例等の情報を
取りまとめ、各事業主団体と連携を図り、普及啓発を
行う。

「職域における慢性ウイルス性肝炎患者の実態調査と
それに基づく望ましい配慮の在り方に関する研究【厚生
労働科学研究 (H23～ H25)】 」

先進的な取組例等の普及啓発

23

刀

国は、就労を維持しながら適切な肝炎医療を受けるこ
とができる環境の整備等について、各事業主団体に対
し、協力を要請する。

肝炎患者等支援対策事業 (肝炎患者の就労に関す
る総合支援モデル事業)

職域におけるウイリレス性肝炎対策に関する協力要請

24

干

国は、肝炎医療費助成制度、高額療養費制度、傷
病手当金、障害年金等の肝炎医療に関する制度につ
いて情報を取りまとめ、地方公共団体と連携を図り、
拠点病院の肝疾患相談センターを始めとした医療機
関等における活用を推進する。

肝炎患者等支援対策事業 (肝疾患診療連携拠点
病院等連絡協議会)

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

25

ワ

肝炎情報センターは、肝炎医療に係る最新情報、拠
点病院及び専門医療機関等のリスト並びに拠点病院
において対応可能な肝炎医療の内容に関して情報収
集を行い、当該情報を肝炎情報センターのホームペー

ジに分かりやすく掲載すること等により、医療従事者及
び国民に向けて可能な限り迅速に周知を図る。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

第5肝 炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
(2)今後 取組が必要な事項 について

26

/

国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止する
ため、日常生活上の感染予防の留意点を取りまとめた
啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ
る感染予防ガイドライン等を作成するための研究を推
進する。また、当該研究の成果物を活用し、地方公共
団体等と連携を図り、普及啓発を行う。(再掲 )

7を参照



り
乙

イ

国は、地方公共団体と連携して、肝炎患者等が個々
の病態に応した適切な肝炎医療を受けられるよう、肝
炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支援
を地域や職域において中心となつて進める人材の育成
を推進する。(再掲 )

肝炎患者等支援対策事業(地域肝炎治療コーデイ
ネーター養成 )

０
４

ワ

国は、肝炎情報センターに対し、国立国際医療研究
センターの中期目標及び中期計画に基づき、拠点病
院において指導的立場にある医療従事者に対して、
最新の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関す
る研修が行われるよう要請する。(再掲)

17を参照

●
４

工

国は、肝炎情報センターが拠点病院の医療従事者を
対象として実施する研修を効果的に進めるための技術
的支援を行う。また、国及び都道府県は、拠点病院が

行う研修について、より効果的な実施方法等について

検討し、研修内容の充実を図る。(再掲 )

20を参照

第6肝 炎 に び研究に関する事項

(2)今 後コ :畢「I頁について

30

ア

国は、「肝炎研究7カ年戦略」に基づく肝炎研究を一

層推進するとともに%その研究成果について評価、検証
を行い、肝炎対策推進協議会に報告する。

研究成果の評価・検証と肝炎対策推進協議会への
報告

31

イ

国は、肝炎研究分野において、若手研究者の人材育
成を積極的に行う。

厚生労働科学研究における若手育成型研究の公募

若手研究者 (リサーチレジデント)の育成活用

32
(ア )日常生活上の感染予防の留意点を取りまとめた
啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ
る感染予防ガイドライン等を作成するための研究

「集団生活の場における肝炎ウイルス感染予防ガイド
ラインの作成のための研究【厚生労働科学研究(H23
～H25)】 J

33
(イ )医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイル
ス検査の結果の説明状況等について、実態を把握す
るための研究

「病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎
患者の病態に即した相談に対応できる相談員育成の
ための研修プログラム策定に関する研究【厚生労働科
学研究(H23～ H25)】 」

「肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研
究【厚生労働科学研究(H24～ H25)】」

12



34 (ウ )地域における診療連携の推進に資する研究

「慢性肝炎・肝硬変・肝癌の病態解明と各病態および
都市形態別で求められる医療を考慮したクリティカルバ
スモデリレの開発のための研究【厚生労働科学研究
(H23～ H25)】」

「慢性肝炎・肝硬変・肝がんの遺伝子やバイオマーカー

を含めた病態解明と、各病態で求められる診療指針の
開発と普及のための研究【厚生労働科学研究(H26
～H28)】」

35
(工 )職域における肝炎患者等に対する望ましし晒己慮の
在り方に関する研究

「職域における慢性ウイリレス性肝炎患者の実態調査と
それに基づく望ましι晒己慮の在り方に関する研究【厚生
労働科学研究 (H23～ H25)】 」

「職域におけるウイリレス性肝炎患者に対する望ましい配
慮及び地域を包括した就労支援の在り方に関する研
究【厚生労働科学研究 (H26～ H28)】 」

36
(オ )具体的な施策の目標設定に資する肝炎、肝硬変
及び肝がん等の病態別の実態を把握するための調査
研究

「病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎
患者の病態に即した相談に対応できる相談員育成の
ための研修プログラム策定に関する研究【厚生労働科
学研究(H23～ H25)】」

つ
０

(力 )肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握
し、その被害の防止のためのガイドラインを作成するため
の研究

「肝炎ウイリレス感染者に対する偏見や差別の実態を把
握し、その被害の防止のためのガイドラインを作成する
ための研究【厚生労働科学研究 (H23～ H25)】」

38 (キ )その他肝炎対策の推進に資する研究 厚生労働科学研究

39

工

国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、
当該研究の成果について分かりやすく公表し、周知を
図る。

厚生労働科学研究 (肝炎等克服緊急対策研究)推
進事業

厚生労働科学研究成果データベース

第7 1千 Lめの医薬品の研究開発の推進に関する1

(2)今後 取組 が必 要な事 項について

40

ア

国は、肝炎医療の医療水準の向上等に資する新医
薬品の開発等に係る研究を推進する。

厚生労働科学研究(B型肝炎創薬実用化等研究事
業)

41

イ

国は、肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品開発
等に係る治験及び臨床研究を推進する。

医薬品の研究及び開発

13



42

ワ

国は、肝炎医療に係る新医薬品、新医療機器等につ
いて、優れた製品を迅速に医療の現場に提供できるよ
う、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等
を図る等承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組
を推進する。

医薬品、医療機器の製造販売の承認

43

工

国は、肝炎医療に係る新医薬品等のうち、欧米諸国
で承認等されているが国内で未承認の医薬品等であつ
て医療上必要性が高いと認められるものについてt関
係企業に治験実施等の開発要請の取組を行う。

医薬品の研究及び開発

44

オ

国は、肝炎医療に係る新医薬品等のうち、医療上の

有用性等の要件を満たす医薬品については、優先して

承認審査を進める。
医薬品の製造販売の承認

第8肝 炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
(2) 学後取組が必要な事項について

45

/

国は、平成22年 5月 の世界保健機関(WHO)総会に
おいて、世界肝炎デーの実施が決議されたことを踏ま
え、日本肝炎デーを設定する。あわせて、国及び地方
公共団体は、財団法人ウイリレス肝炎研究財団が従来
から実施してきた「肝臓週間」と連携し、肝炎に関する
集中的な普及啓発を行う。

日本肝炎デーの設定

国及び地方公共団体による普及啓発

46

イ

国及び地方公共団体は、あらゆる世代の国民が、肝
炎に係る正しい知識を持つための普及啓発を行う。

国及び地方公共団体による普及啓発

′
”

国及び地方公共団体は、国民に対し、近年、我が国
における感染事例の報告がある急性B型肝炎 (ジェノタ
イプA)は、従来に比し、感染が慢性化することが多いと
されていることに鑑み、母子感染や乳幼児期の水平感
染に加えて、性行為等により感染する可能性があり、
予防策を講じる必要があることについて普及啓発を行
う。

国及び地方公共団体による普及啓発

48

I

国及び地方公共団体は、肝炎患者等への受診勧奨
を行うため、医療保険者、医師その他の医療従事者の
団体、職域において健康管理に携わる者の団体、事
業主団体等の協力を得て、肝炎の病態、知識や肝炎
医療に係る制度について普及啓発を行う。

国及び地方公共団体による普及啓発

49

不

国は、肝炎患者等、医師等の医療従事者、職域にお
いて健康管理に携わる者、事業主等の関係者が、そ
れぞれにとつて必要な情報を取りまとめ、普及啓発を行
う。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

50

刀

国は、就労を維持しながら適切な肝炎医療を受けるこ
とができる環境の整備等について、各事業主団体に対
し、協力を要請する。(再掲 )

23を参照

14



51

千

国は、地域の医療機関において、肝炎に係る情報提
供が適切になされるよう、肝炎情報センタTに対し、情
報提供の機能を充実させるよう要請する。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

52

り

国及び都道府県は、拠点病院の肝疾患相談センター

を周知するための普及啓発を行う。
国及び地方公共団体による普及啓発

53

ケ

国は、医療保険者や事業主が肝炎ウイメレス検査を実
施する場合の検査結果について、プライバシーに配慮し
た適正な通知と取扱いについて、医療保険者及び事
業主に対して改めて周知する。(再掲 )

14を参照

54

国は、肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握
し、その被害の防止のためのガイドラインを作成するため
の研究を行い、その成果物を活用し、地方公共団体と
連携を図り、普及啓発を行う。

「肝炎ウイリレス感染者に対する偏見や差別の実態を把
握し、その被害の防止のためのガイドラインを作成する
ための研究【厚生労働科学研究(H23～ H25)】 」

研究成果を活用した国及び地方公共団体による普及
啓発

第9その他肝炎対策の推進に関する重要事項
汗炎患者等及びその家族等に対する支援の強化及び充実

55

(ア )国は、都道府県と連携して、肝炎患者等及びその
家族等の不安を軽減するための情報提供を進めるとと
もに、肝炎患者等及びその家族等と、医師を始めとし
た医療従事者とのコミュニケーションの場を提供する。

肝炎患者等支援対策事業 (患者サロン)

56
(イ )国は、肝炎情報センターに対し、拠点病院の相談
員が必要とする情報について整理し、積極的に情報提
供が行われるよう要請する。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業 (肝疾
患相談センター相談員向け研修会)

民
υ

(ウ )国は、地方公共団体と連携して、法務省の人権
擁護機関の人権相談窓回の周知を図る。

人権擁護機関の人権相談窓回の周知

(2) 硬変及び肝がん愚者に対する更なる支援の在り方

58

国は、肝硬変及び肝がんを含む肝疾患について、「肝
炎研究7カ年戦略」に基づく研究を推進する。あわせ
て、国及び地方公共団体は、肝硬変及び肝がんを含
む肝疾患に係る肝炎医療の水準の向上等を図るた
め、医療従事者への研修等人材育成を推進する。

「肝炎研究10カ年戦略」の推進

肝炎患者等支援対策事業 (専門医療従事者研修、
一般医療従事者研修 )

59

国は、都道府県と連携して、肝炎から進行した肝硬変
及び肝がん患者を含む肝炎患者等及びその家族等の
不安を軽減するための情報提供を進めるとともに、肝
炎患者等及びその家族等と、医師を始めとした医療従
事者とのコミュニケーションの場を提供する。

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

肝炎患者等支援対策事業 (患者サロン)

15



60

平成22年度から、一定の条件の下、身体障害者福祉
法 (昭和24年法律第283号 )における身体障害として、
新たに肝臓機能障害の一部について、障害認定の対
象とされた。その認定を受けた者の肝臓移植、肝臓移
植後の抗免疫療法とそれらに伴う医療については、自
立支援医療 (更正医療)の対象となつており、引き続き
当該措置を継続する。

肝臓機能障害の身障手帳の認定

国は、肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に
対する更なる支援の在り方について検討する上での情
報を収集するため、肝硬変及び肝がん患者に対する
肝炎医療や生活実態等に関する現状を把握するため
の調査研究を行う。

「病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎
患者の病態に即した相談に対応できる相談員育成の
ための研修プログラム策定に関する研究【厚生労働科
学研究(H23～ H25)】 」

(3)地域 の実情に応 じた肝 炎対策の推進

62

都道府県においては、肝炎対策基本法の趣旨に基づ
き、都道府県単位での肝炎対策を推進するための計
画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策を講
じるための体制を構築し、管内市区町村と連携した肝
炎対策を推進することが望まれる。
また、地方公共団体は、積極的に、国を始めとする他
の行政機関との連携を図りつつ肝炎対策を講じること
が望まれる。

都道府県における肝炎対策推進に係る計画策定

肝炎対策ブロック別担当者会議

(4) の責務に基づく取組

63

国民一人一人が、肝炎は放置すると肝硬変や肝がん
という重篤な病態へと進展する可能性があり、各人の
健康保持に重大な影響をもたらし得る疾病であること
を理解した上で、少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を
受検し、自身の肝炎ウイリレス感染の有無について、早
期に認識を持つよう努めること。

国及び地方公共団体による普及啓発

ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業

健康増進事業

64

国民一人一人が%肝炎ウイルスヘの新たな感染の可
能性がある行為について正しい知識を持ち、新たな感
染が生しないよう行動すること。また、肝炎ウイルスの感
染に関する知識が不足していること等により、肝炎患者
等に対する不当な差別や、それに伴う肝炎患者等の
精神的な負担が生じることのないよう、正しい知識に基
づく適切な対応に努めること。

国及び地方公共団体による普及啓発

国際医療研究センター肝炎情報センター事業

16



肝炎対策基本法第9条第5項においては、「厚生労
働大臣は、肝炎医療に関する状況の変化を勘案し、
及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくと
も5年ごとに、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要
があると認めるときは、これを変更しなければならない。」
されている。
本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、肝炎対策を総
合的に推進するために基本となる事項について定めた
ものである。今後は、本指針に定める取組を進めていく
こととなるが、国、地方公共団体等における取組につい
て、定期的に調査及び評価を行い、肝炎をめぐる状況
変化を的確に捉えた上で、必要があるときは、策定から
5年を経過する前であつても、本指針について検討を加
え、改正するものとする。なお、本指針に定められた取
の状況は、肝炎対策推進協議会に定期的に報告

指針に定められた取組状況の肝炎対策推進協議会
への定期的報告

17



第 12回 肝炎対策推進協議会 第 12回  肝炎対策推進協議会
平成26年 7月 9日     1  資料3

平成26年 7月 9日 (水 )
東京 航空会館

肝炎ウイルスキャリアと患者数の動向について

田中 純子

広島大学大学院 医歯薬保健学研究院 疫学・疾病制御学

ウイルスの持続感染状態にある人 :キャリア
|

キヤリアの病態分類

自覚症状がほとんどない

◆病態別のキャリア数の全体把握は難しい

◆統―された測定試薬と判定基準による大規模集団 (1995‐ 2000

年 :約340万人 :初回供血者)における感染率の把握を試み、試
算

◆感染を知らないまま社会に潜在しているキャリア数

18



厚生労働省 健康局 疾病対策課 肝炎対策推進室

ll 平成16年度厚生労僣千」学研究費崎助舎肝炎等克器贅急対策研究■■報告書 吉:軍班 よt推 :十

キヤリア数ず
1 約110～ 140万人(推定) 約190～ 230万人1推定)

患者数 12
約7万人,推定,

●摯鮮
'=“
うメ 晴・1壼 肝う`

～
 '12万

'

患番致 推:キ を含む

～305万人

約61万人
(Hll患者調査より)

0～370万人

(感染を知らないまま)

在しているキャリア
入院しているキヤリア

‖:炎等克11政策″1究
lll来 1急‖:感染も含めた

"「

炎ウイルス感染1人況・JtW晰過と洋況(■人対T4に IWする研究り〔」
:l‖「炎ウイルス感

“

:1人 i兄に1対する■
′
1″ たヽ盤研究
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肝炎ウイルスキャリアと患者数の動向についての考察 :方法

◆
◆

◆

◆

′

による
目検診受診者)における感染率の把握を試み、試算
1.1995‐ 2000年 :3,485,648人 (約350万人 :初回供血者)
2.2000‐ 2006年 :3,748,422人 (約375万人 :初回供血者)
3.2007‐ 2011年 :2,720,727人 (約270万人 :初回供血者)
4.2002Ⅲ 2006年 :6,304,276人、6,280,111人 (約630万人 :節目検診)
|:・  ′ntθⅣ′rθ′qgy 2θθ4′47′32-4θ、 frlιervil・ o′oJy.2θ llメ54f4Jf185‐ 95

昭和62‐平成23年 (1987‐2011年)患者目査
統計調査の目的外使用申請による集計 (平成23年度患者調査)
『急性感染も含めた肝炎ウイルス感染状況・長期経過と治療導入対策に関
する研究』平成24年度報告書『社会の存在状態別にみた肝炎ウイルスキャ
リア数の を利用し 連患者数の

全体からの差分
あるいは、『急性感染も含めた肝炎ウイルス感染状況・長期経過と治療
導入対策に関する研究』平成24&25年度報告書『肝炎ウイルス検査後の
意識動向■査 :全国9自治体」

lncldence

,EPi.〔 1996)6:198‐ 203.,;Med.Virol.〔2005)76:498‐ 502
1ntervirology〔 2008)51:33‐ 41

インターフェロン

◆平成21年度肝炎インターフェロン医療費助成に係る治療受綸者証の交付実績
◆平成22年度肝炎医療費助成に係る治療受綸者証の交付実績について
◆平成23年度肝炎医療費助成に係る治療受綸者証の交付実績について
,著効率 :Hcvキャリア :lbが7割、2型が3割を占める。前者が500/0弱、
後者が8割弱の治癒率●60%弱の治癒率と仮定

000‐2011年 :5
2000年から5年生存率、11年生存率を算出。370万人コホートの2011年
時点の全死因による死亡数を推定。肝炎ウイルス感染による他死因のリス
クoddsは1(過小推定)。
◆2000年時点370万人コホートを起点とした、年齢階級別肝病態の推移確率
モデルを用いた2011年時点の肝癌死亡数の推定。Hepatolo Res.200■ 37:
994-1001,Hepatol.Res.2012,42:637-647,I Med・ VirO1 70:378-386〔2003)
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B型肝炎ウイルス

「

~C型
肝炎ウイルス

c型肝炎ウイルスのクローニング

19901 19901日 赤 :HCV抗体検査 (第―世代)
日赤 :層性者への通知 (1991‐ )

日赤 :HCV抗体検査 (第二世代)

住民検診
肝炎ウイルス検査

74%60～ 69
50～59

40～ 49

30～39

20～29

15～ 19

男性

男性左から順に
北海道 :東北 :関東 :中部。東海 :近畿 :中国 :四国 :九州
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B型肝炎ウイルス検査 C型肝炎ウイルス検査
ゞ
S｀へ′

ゞ
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■
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ゞ

ξ
ぎ
↑

ゞ
ぎ
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Ｓ
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受検者総数   13,299,915
陽性数 (%)147,744〔 1.■ %〕

2002
2003
2004
2005
2006

2007
2008
2009
2010
2011
2012

『肝硬壼Jはアルコール性を含む
は、慢性肝炎、肝硬壼を除いた数値を示す

13,212,191

138,237〔 1,00/o)

140歳

141-44歳

l145‐ 49餞

150‐ 54由

日55‐ 59餞

160‐ 64餞

165‐ 69麟

日70歳以上

140歳以外

2002‐ 2007年 :厚生労饉省老饉局老人保健観による老人保健法に基づく保険事業における肝炎ウイルス検診実讚
2008‐ 2012年 :平成20‐ 24年地域保健・健康増進事業報告(健康増遺綱)

より作成2014June

レICD‐ 9では
>『肝疾患J

40`型
3V/・1

233

日

23

日

患者調査実施年S62 H2 H5 H8 Hll H14 H17 H20 H23 S62  H2  H5  H8 Hll H14 H17 H20 H23

■■ U暖囲■■■■□Ш■曼■■■
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|

の3日間のうち1日
日(金)の3日間のうち1日

● ●● ● ●● ●● ● >

推計入院患者数
推計初診外来患者数

推計再来外来患者

"平
均診療間層 :37日以上のものを除いた平均

=圭傷病について集計

平成23年 10月 18
平成23年 10月 18

日 (火)～20日 (本)
日{火)～19日 (水 )、 21

施設敏
ト
ーー 111 苺

客 体 歎
′、院・外■ lll 院

病 院

般静豪所

由 fヰ静療所

６

　

″
ｎ

　

ｌ

'、

院  7610.外 13910

,, :; 100

1 9 100

2(l]5り
'、

28 , '∫
'、

37り 、

lol n,」 ,、

111)',|、

年度  インターフェロン 核酸アナログ ペグインターフェロン、リバビ
リン及びテラブレビル3剤併用

2008(H20)

2009(H21)

2010〔H22)

2011〔H23)

44,731

26,594

28,797

16,711

38,038

11,916
36,766 1,550

49,954 1,550

肝炎対策室資料より抜絆
◆ 平成20年度肝炎インターフェロン医療費助成に係る治薇受綸者証の交付実績について
◆ 平成21年度肝炎インターフェロン医療費助威に係る治療受綸者証の交付実績について
◆ 平成22年度肝炎医療費助威に係る治療受綸者肛の交付実績について
◆ 平成23年度肝炎医療費助威に係る治療受綸奢肛の交付奥日について

レ著効率 :Hcvキャリア :lbが7割、2型が3割を占める。
>前者が50%弱、後者が8割弱の治癒率→約60%の治癒率と仮定

計 116,833
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HcvキャリアN〓914 HBVキャリアN=731

したがって
●陽性と判定されたキャリア全体の医療機関受診率 :66.2%
●医療機関を受診した場合の継続受診率 :70-85%
〃竹ガ″″ 看″ウr雑じ冷め/_″炎ウイ′ιスIPXt″〃・だ

`″

rrtt ι静′ィ人″槍だ測する″■  ″1し たザ″ザ″オ陰理´′′■′`″

肝炎ウイルスキャリアと患者数の動向について :まとめ

1.

2.

3.

老人保健事業および健康増進事業による (公費助威による)肝炎ウイルス検査
の受検者は、2002年から2012年までに、B型肝炎ウイルス13,299,915人、C
型肝炎ウイルス13,212,191人 となった。

社会における存在状態別に肝炎ウイルス感染者の把握を試みたところ、「①感
染を知らないまま潜在するキャリア』数は、2000年時点240～300万人であっ
たが、2005年時点171万人、2011年時点77.7万人と滅少した。

『②患者として通院・入院しているキャリア』数は、『患者目査』からの推定で
は、61万人、56万人、3■万人 (2000,2005,2011年)と口少した。しかし、診
療報酬記録を用いた肝疾患関連HBv′ HCV患者を推定したところ、2011年時点で、
約80万人と考えられた。

2000年時点におけるキャリア300‐370万人のうち、2011年時点には37.6～61.0
万人の死亡が推定された (全死因による推定)。

2008～2011年の医療費助成交付数は11.7万人 (IFN)。 2000‐2011年の治疲例
は20‐30万人と仮定した。

『o感染を知ったが継続的な受診をしないままでいるキャリア』数は、2011年
時点に、53～120万人存在する可能性が示唆された。『公的補助による肝炎ウ
イルス検査を受けた後の動向口査』からの推計も同様であった。

4.

5.

6.

27
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第 12回  肝炎対策推進協饉会
平成 26年 7月 9日     1  資料4

平成23-25年度厚生労働科学研究費補助金

(難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業)

慢性ウイルス性肝疾患患者の

情報収集の在り方等に関する研究
研究代表者

相崎英樹  国立感染症研究所・ウイメレス第二部
研究分担者

飯島尋子  兵庫医科大学医学部超音波センター・内科肝胆膵科
正木尚彦 日立国際医療研究センター・肝炎・免疫研究センター
エ藤正俊  近畿大学医学部・消化器内科
坂本 穣  山梨大学医学部附属病院・肝疾患センター内科学講座第1教室
島上哲朗  金沢大学附属病院。消化器内科
吉岡健太郎 藤田保健衛生大学・肝胆膵内科

石上雅敏  名古屋大学・消化器内科
渡邊綱正  名古屋市立大学大学院医学研究科・病態医科学肝疾患センター

米田政志 愛知医科大学・消化器内科
菊池 嘉  国立国際医療研究センター・エイズ治療・研究開発センター

国の肝炎対策

背景と目的

(1)肝炎ウイルス検査促進
節目健診の対象者の約3割しか検査を受けていない

(2)治療促進 :医療費助成

受診者の約1%が検査陽性だつたにもかかわらず、専門医
療機関受診はHBV約 6割、HCV約 7割と低値で、さらに受診
したHCV陽性者のうち約3割しかIFN治療を受けていない

(3)診療、相談体制の整備など患者支援

(4)正しい知識普及
(5)研究推進

慢性ウイルス性肝疾
患患者の情報収集の
在り方等に関する研
究 (平成23‐25年度)
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研究の概要

先行するHIV感染者の管理システム、肝がん患者の登録システム、IFN治療者の
管理システムの個人情報管理法を参考にした。

先行する石川県、山梨県の診療連携システムを参考にし、多くの自治体が参加可
能な肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムを考案した。

そのシステムに基づき、分担研究者らが所属する自治体と連携し、モデル地区(愛
知県A市、B市、C市、D市 )を設定し、受診勧奨・調査を行つた。

1年後、モデル地区において、肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステムの
効果を検証した。

多くの自治体で利用可能な「肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム」を
構築する。

全国に肝炎ウイリレス陽性者フォローアップシステムを広げる。

肝炎ウイルス検査陽性者のおかれている現状と問題点

愛知県の肝炎ウイルス検診の実態調査

(1)愛知県の54自治体で、平成23年度、33344件の肝炎検査が行われ、陽性者への告知は

4割が自治体、残りは委託機関から行われ、その方法は3割が郵送によるものであり、

さらに1年以上追跡しているのは1自治体のみであつた。

(2)陽性者情報は個人情報のため、自治体により陽性者フォローアツプ事業に対する積極性の

違いが見られた:陽性者からの苦情、研究班終了後の対応・恒久的な仕組みの必要性等。

(3)多くの自治体ではフォローアップに伴う新たな人的・予算的負担は難しい。

(4)石川県、山梨県とは異なり、かかりつけ医、医師会等の医療機関の協力は得にくい。

(5)自治体によつてはその地域内に対応可能な専門病院、大学がない。

30



北海道

福丼

― 鳥取     ヽ

島根

    岡山  兵庫 
都
蔵賀

_大阪

F島  :■il_孫良
穂島愛媛
和歌山―   高笑ロ

モデル地区の形成
イ||_i

t  
宙森 |

: 秋田

山形

福島

長野  
馬  
栃本

 茨|

1嘔軒|
静両坂本班員 :

山梨大学

感染研、分担研究者

愛知県

岩手 :

お

一
　

新

′lヽ雪堡
市町村  市町村  市町村

ｒ岬
一　
・競

．一
嗣
　
　
　
赫

〓
賀

　

・

．離
　
断

年　
軽

峙
‐
宮

・
島

〓

・一
融

石上班員 1名古屋大学
米田班員 :愛知医科大学
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切手付き送付用封筒

(1)アンケート用紙
(2)受診勧奨を呼びかける
手紙
(3)肝疾患相談室の相談
体制のリスト
(4)専門医療機関リスト
(5)日本肝臓学会専門医リ
スト
(6)切手付き返信用封簡

自治体 (保健所 )

個々の陽性者の現状を
ナンパーリングした

封簡送付
(受診勧奨)
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ナンバーリングした
調査票返送
医学的な相談
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同意した肝炎ウイルス検診陽性

厚労省感染研 事務局

肝疾患診療連携拠点病院
(分担研究者 )

陽性者の個人情報は自治体が保管
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追跡システムの人的・予算負担
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アンケート調査の回収および解析

A市 (人口38万人)のアンケート結果

B型肝 炎ウイルス陽性 者

アンケートの回収率 :543%(72/159)

検診陽性者のうち病院・医院を受診した人:54名 (75%)

最終的に肝疾患専門医療機関を受診した人 :25名 (46%)

診断 :慢性肝炎6名 (11%)、 肝硬変1名 (2%)、 肝細胞癌3名 (6%)

治療 :経過観察のみ40名 (7496)、 抗ウイルス薬4名 (7%)

現在の通院状況 :「通院している」25名 (46%)、「通院していない」25名 (46%)

通院していない理由 :「必要ないと言われた」14名 (67%)

西暦 HBV
年 陽性者
2002  64
2003  65
2004  54
2005  55
2006  45
2007  79

HCV
陽性者

109

119

83

87

60

36
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西暦 HBV HCV
年 陽性者 陽性者
2002  64   109
2003  65   119
2004  54    83
2005  55    87
2006  45    60
2007  79    36

A市 (人 口38万人 )のアンケート結果

C型肝炎ウイルス陽性者

アンケートの回収率 :548%(70/153)

検診陽性者のうち病院・医院を受診した人 :56名 (80%)

最終的に肝疾患専門医療機関を受診した人 :24名 (43%)

診断 :慢性肝炎23名 (41%)、 肝硬変2名 (4%)、 肝細胞癌4名 (7%)

治療 :経過観察のみ 18名 (32%)、 FN12名 (21%)

現在の通院状況 :「通院している」40名 (71%)、「通院していない」10名 (18%)

通院していない理由 :「必要ないと言われた」5名 (50%)

FN治療を受けなかった理由 :「IFNをしなくてもよいと言われた」13名 (2796)、

「IFN治療の説明がなかつた」13名 (22%)

肝疾患専門医療機関を受診した人では慢性肝炎・肝硬変・肝細胞癌が発見される頻度
がそれ以外の医療機関を受診した人に比べて高く、治療介入が行われている頻度も高く、

肝疾患専門医療機関への受診勧奨の必要性を示すものと思われた。

A市 (人口38万人)の陽性者の受診勧奨 1年後の再調査結果

前回調査後の医療  今後の医療機関
アンケート回収率

機関受診の有無  受診予定の有無

≪
豊
副
ｍ

≪
豊
副
ｏ

N=149

N=129

回答あり

N=22

調査後初めて受診

受診していない

受診する

受診しない

不明

■
Ｉ

14.3%

N=28

16.7%

N=13

■1回答なし
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2002

2003

2004

2005

2006
2007

４

５

４

５

５

９

６

６

５

５

４

７

≪
去
副
ｍ

N=7

回答あり

■1回答なし

陽性者フォローアップシステムの導入および運営費用

愛知県A市 (37万人、陽性者約300人対象):

1自治体当たりの運営費用 (1回のアンケート調査・受診勧奨・結果解析)

A市 :封筒代 4000円、宛名シール代 2000円、宅急便代1500円

事務局 :郵便代 5万円、封筒代 8000円、人件費 1人 x3-4日 分、宅急便代1500円

全国(1,2654万 人、自治体数 1700):

年間運営費用 (アンケート調査・受診勧奨・結果解析)

各自治体 :封筒代 4000円、宛名シール代 2000円、宅急便代1500円

事務局 :郵便代 1710万円、封筒代 273万円、宅急便代51万円、人件費 2-3人分

N=7

あり

|| なし

A市 (人口38万人)の新規検診陽性者の調査結果

珈
‐０９119
83

87

60

36

《
豊
副
O

アンケート回収率

100%

検診後の医療
機関受診の有無

1饉轟ニ
ー

N=19

100%

N=36
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フオローアップシステムの長所

(1)自治体、陽性者に厚労省感染研・研究班が専門的な立場で対応が可能

(2)厚労省感染研も受け皿になることで、継続的な対応が可能

(3)自治体の人的・予算的な負担を最小限にできる

(4)陽性者の個人情報は基本的には自治体が管理

(5)陽性者にナンバーリングすることで、個別に適切な受診勧奨が可能
(個々の陽性者が治療しない理由を把握できる)

(6)さらに陽性者の同意が得られた場合には研究班が直接管理

(7)かかりつけ医、医師会等の医療連携が難しい地域でも運用可能

(8)専門医療機関・大学がない地域、複数の競合する医療機関が存在する地域でも研究
班が直接自治体に対応可能

(9)アンケート解析結果はその自治体と交渉した分担研究者、研究協力者に帰する
(学会発表、地域医療等に使用してもらう)

(10)職域検診の結果も個人情報で、産業医は肝専門でないことが多い。このような職域
検診陽性者のフォローアップにも本システムは応用可能と期待できる

平成26年度厚生労働科学研究費補助金
(肝炎等克服政策研究事業)

全国・検診種別に応用可能な肝炎ウイルス検査陽
性者フォローアップシステム確立のための研究班

―小地域分科会―
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ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業

陽性者フォローアップ事業 (2014年4月 ― )

実施方法

陽性者に対し、都道府県等が、同意書等により本人の同意を得た上で、調査票を年

1回送付する等により医療機関の受診状況や診療状況を確認し、未受診の場合は、

必要に応じて電話等により受診を勧奨する。

対象者

医療機関や職域からの情報提供等により把握した陽性者

フォローアップの実施

適宜都道府県内の市町村や保健所設置市・特別区内の健康増進事業担当部局等

と連携を図ることとし、市町村等からの情報提供により把握した本事業以外の陽性者

についても、フォローアツプの対象とすることができる。フォローアツプの実施について

は、個人情報の取扱いに留意のうえ、肝疾患診療連携拠点病院や市町村等の適当と

認められる実施機関に委託することができる。

小地域分科会
平成26年度

感染研、分担研究者

千 お

ロヽ

輪妻塁F副瞭■縦■  ξ 孟
飯島班員:  福丼
蝙

「

諄 学

■
il]檜 [畑 il'電 子 選 il積

栖 村 調 調

』 ∩

.｀ 3  
■,||  ~碁止班葬 名古屋大学

塩 :ニ

和ヨ
11]搬 :翠量|:獣彗
平成23-25年度

平成27年度以降

自治体
沖縄    肝炎診療拠点病院

(研究協力者)

大,,

班員 :宮崎大学
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肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム

(1)研究班による直接個別受診勧奨(石川県方式)

同意済み肝炎ウイルス検診陽性者

(1)アンケート用績

アンケート解析

感染研 事務局

分担研究者

個人情報の研究班管理について同意が得られた陽性者については、研究班が陽性
者の個人情報を管理し、直接個別受診勧奨を行う。

肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム

(2)研究班による間接個別受診勧奨(A市方式)

陽性者の個人情報は自治体が管理するものの、陽性者にナンパーリングし、そのアン
ケート解析により、個別の陽性者が専門医を受診しない理由がわかるので、それに基づ

き、研究班が適切な治療勧奨の手紙を作成し、個別受診勧奨を行う。
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謙
湘
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(1)番号付きアンケート用紙
(2)治療勧奨の手紙
(3)肝疾患相餞室
(4)専門医療機関
(5)肝腱学会専門医リスト
(0)切手付き返信用封籠

自治体 (保健所)

アンケート解析

肝炎ウイルス検診陽性者

感染研 事務局

分担研究者
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肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム

(3)研究班による間接受診勧奨(B市方式)

(1)アンケート用紙
(2)治療働奨の手紙
(3)肝疾患相談室
(4)専門医療機関
(5)肝口学会専門医リスト
(6)切手付き通信用封簡

アンケート用紙

自治体が保有する肝炎ウイルス検査陽性者リストに基づき、受診勧奨を行う。アンケート

は研究班事務局で解析し、受診勧奨の効果検証を行う。

肝炎ウイルス検査陽性者フォローアップシステム

(4)自治体による受診勧奨

(1)アンケート用紙
(2)治僚働彙の手紙
(3)肝疾患相談室
(4)専門医療機関
(5)肝■学会専門医リスト

自治体が保有する肝炎ウイルス検査陽性者リストに基づき、陽性者に受診勧奨を行う。研

究班は助言等を行う。

ヽ
マ
奪
Ｉ
Ｔ
詐
湘

〓
綱

自治体 (保健所)

アンケート解析

肝炎ウイルス検診陽性者

感染研 事務局

分担研究者

自治体 (保健所)

肝炎ウイルス検診陽性者
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まとめ

(1)陽性者の個人情報の取り扱いやフォローアップに伴う人的・予算的な

問題等を解決でき、多くの自治体が導入しやすい「陽性者フォローアップシ

ステム」を構築した。

(2)モデル地区での検討により、本システムは有効に機能していると考えら

れた。

(3)本システムは、陽性者にオーダーメイドな受診勧奨・情報提供が可能で

ある。

(4)今後、本システムを持つて研究班や専門医療機関が自治体に働きかけ

ることで事業の発展に貢献するものと期待できる。
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肝炎関係研究事業について
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平成25年度 難病口がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 (肝炎関係研究分野)

並  木 武蔵野赤十字病院
消化器内科

慢性肝炎・肝硬変・肝癌の病態解明と各
病態および都市形態別で求められる医療
を考慮したクリティカルバスモデルの開発の
ための研究

BttC型肝炎の治療では専門医とかかりつけ医の連携が重要であるが、都市形態毎の連携
についての調査を行いそれぞれ工夫した連携バスを作成した。各都市形態で連携バス導入
前後の調査を行い、医療資源の乏しい地域で連携バスの導入によつてBttC型とも専門医
へ紹介する率が上昇し、肝庇護薬での治療が減少した。また、どの地域でも専門医へ紹介
しやすくなつたとの回答が多かつた。産業医に対する調査では、担当する事業所での肝炎検
診の実施が把握されていないことや専門医へ紹介する率が低いことが判明し、産業医との連
携が課題である。

龍 岡 資 晃 学習院大学法科大学院
肝炎ウイリレス感染者に対する偏見や差男1
の実態を把握し、その被害の防止のための

ガイドラインを作成するための研究

ほぼ全国的に実施したアンケートやヒアリング調査の結果から、肝炎患者に対する偏見や差
別が様々な場面口態様で存在し、ウイルス性肝炎に関する知識の欠如ないし不足がその主
たる要因となつているとが指摘できることから、その被害の防止のためには、治療方法の確
立、肝炎に関する正しい知識の啓発・普及のための広報活動・教育が関係機関等の連携
の下に的確に十分行われることが望まれることなど、ガイドライン作成のための考慮要素等を
検討し、報告書を作成した。

日立病院機構長崎医療セン
病態別の患者の実態把握のための調査お
よび肝炎患者の病態に即した相談に対応
できる相談員育成のための研修プログラム
策定に関する研究

肝疾患患者6331名 を対象にアンケート調査をおこない、わが国のB型、C型肝炎ウイルスに
起因する慢性肝炎、肝硬変、肝がん患者の病状、生活実態、所得水準等について明らか
にした。肝疾患患者は多様性を呈しており、年齢層、病気の進行度、収入、家庭状況に
よつて悩みストレスの頻度、程度が異なることを明らかにした。今後t個々の患者の状況、背
景因子を十分考慮した上で医療従事者として肝疾患患者に向き合うべきである。

東京大学医学部
感染症内科

集団生活の場における肝炎ウイリレス感染
予防ガイドラインの作成のための研究

一般生活者、医療従事者、保育施設関係者、老人施設関係者に対して行つた肝炎に関
する知識・意識等のアンケート調査の結果をもとに「日常生活の場でウイリレス肝炎の伝搬を
防止するためのガイドライン」、「保育の場において血液を介して感染する病気を防止するた
めのガイドライン」、「高齢者施設における肝炎対策のガイドラインJを作成、公開した。

渡  辺  哲 東海大学医学部
職域における慢性ウイルス性肝炎患者の

実態調査とそれに基づく望ましい配慮の在
り方に関する研究

者、一般および肝炎患者労働者を対象としたアンケート調査では、ウイルス性肝炎に
対する知識や認識度が必ずしも十分でないことや、ウイルス検査の実施やフォロ=アップ体
制、就業上の配慮などに改善の余地がある事が判明した。専属産業医から事例を集め、産
業医の関与の段階ごとに分類し、データベースを作成した。産業医や衛生管理者が活用で
きるように、産業保健分野における肝炎対策に関する文献とともに、事例集をWeb上に公開
した。

自治体の持つ肝炎ウイJレス検査陽性者情報は個人情報として医療サイドからアクセスでき
ない。そこで、モデル地区において、自治体と研究班で協力して、陽性者から同意を取る、又
は自治体で匿名化することで、陽性者の現状把握および治療勧奨を行つた。その後調査で
は多くの陽性者の専門医療機関の受診が見出された。個人情報保護と自治体の負担の

問題を解決した本システムは幅広い地域で受け入れ可能と期待できる。

相 崎 英
日立感染症研究所
イリレス第二部

慢性ウイリレス性肝疾患患者の情報収集の

在り方等に関する研究



肝炎ウイリレス検査体制の整備と普及啓発
に関する研究

保健所での肝炎ウイルス検査の実態把握のため、全国的なアンケート調査を行い、検査要
件の緩和や利便性の向上が検査の拡大に重要であることが示唆された。また、病院での検
査についても全国調査を行い、入院時や術前検査の検査結果が必ずしも陽性者の肝炎治
療につながつていないことを明らかにした。さらに、肝炎ウイリレス検査の普及啓発のため、「保
健所等における肝炎ウイルス検査相談マニュアル」、「青少年のための肝炎ウイルスの感染予
防教育プログラムJを作成した。

加 藤 真 吾 義塾大学医学部

非侵襲的線維化診断法として、組織のひずみ情報を画像化する超音波技術エラストグラ
フィを開発し、肝生検との比較を行つた。その結果、肝線維化ステージの進行に伴いひずみ
なくなつたが、その程度を数値で評価できるよ引こした。この数値は、炎症・黄疸・鬱血な
どの影響を受けずに評価可能であつた。また、データマイエングを用いて採血結果とエラストグ
ラフイから肝線維化を診断するアリレゴリズムも算出した。

慢性ウイリレス性肝疾患の非侵襲的線維
化評価法の開発と臨床的有用性の確立

工 藤 正 近畿大学医学部

小児期のウイルス性肝炎に対する治療法
の標準化に関する研究

小児期発症B型・C型慢性肝炎患者の実態調査を行つた結果、B型肝炎ではインターフェロ
ンの有効性が明らかとなつた。一方、C型肝炎ではゲノタイプ2型およびゲノタイプ1型のIL―
28B多型7~「群ではペグインターフェロン・リバビリン併用の有効性が明らかとなつた。しかし同治
療はlL-28B非 7~「群では効果が低く、経口抗ウイメレス薬の開発が待たれる。以上の成果を
小児BttC型慢性肝炎の治療ガイドラインとして公表した。

田 尻  仁
大阪府立急性期・総合医療
センタT
小児科

日本国内の2010年時点の肝がん患者を除く26～ 79歳の肝炎ウイルス感染者数を、B型

1,279,000人、C型 1,294,000人と推計した。ウイリレス性肝炎母子感染による年間新規感染

者数は、B型 100～ 200人、C型 80～ 250人と推計した。(診断から5年以内の)肝がん受療

者数は、B型肝がんは2011～ 15年、C型肝がんは2008～ 12年がピークでその後なだらかに

減少し、2030年には、B型 12,900人に、C型 44,5∞人になると推計した。

肝炎対策の状況を踏まえたウイリレス性肝
疾患患者数の動向予測に関する研究

中 英 夫
愛知県がんセンター研究所
疫学・予防部

肝線維化マーカーの候補分子の糖タンパク質を探索した。WFA―M2BPとWFA―CSFlRが最
択され、その有効性検証を開始した。70∞検体に及ぶ慢性肝炎、肝硬変、肝臓

患者血清を用いて、WFA―M2BPは肝線維化マーカー臨床診断用として既存のマーカー
〕有用であると判断された。PMDAに認可され、すでに商品化された。WFA―CSFlRは当
初、肝臓癌マーカーと考えられていたが、肝線維化の後期を見分ける物であることが分かつ

その後、肝臓癌マーカーに関して、新たに可能性のある糖タンパク質分子3種類を発見し
。その有効性の検証は今後の課題である。

肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅
速、簡便かつ安価な測定法の実用化

成  松  久
独立行政法人産業技術総合
研究所
精鎖医工学研究センター

炎ワクチン接種、C型肝炎のウイルス検診、C型肝炎の標準的治療について費用効
果分析を行つた。B型肝炎についてユニノヽ一サル方式を導入した場合、費用対効果に優れ

ているとは言えなかつたが、これを改善するための施策として他のワクチンとの同時接種等によ

る接種損失の削減、ワクチン接種費用の抑制が考えられた。C型肝炎のウイルス検診は費
用対効果に優れていた。C型肝炎の治療について、テラブレビJレは他の治療法に比べて、費
用が安く、効用値の改善も大きかつた。

ウイルス性肝疾患に係る各種対策の医療
経済評価に関する研究

平 尾 智 広 香川大学医学部公衆衛生学



平成25年度 B型肝炎創薬実用化等研究事業

候補化合物のスクリーニングに関する研究 2課題

満 屋  裕 明 大学大学院生命科学研究部
B型肝炎ウイルス感染症に対する新規の
治療薬の研究・開発

我々が既に同定した抗HBV活性を有するリード化合物に加え、新規核酸アナログをデザ
イン・合成、高い抗HBV活性を発揮する複数の化合物を同定、特にYMSl144と 1145はB型
炎のファーストライン治療薬 (エ ンテカビル)に耐性獲得した変異株にも試験管内で
力な活性を発揮、ヒト肝移植マウスでも同効果を確認した。これらの薬剤とHBVの逆
(HBVRT)の相互作用についても検討、又HBVRTの結品化に向けたHBVRTの精製を

小 嶋  聡 ― 独立行政法人理化学研究所 次世代生命基盤技術を用いたB型肝炎制
圧のための創薬研究

化合物を大量高速に探索することで、ウイルス粒子の形成を阻害し、かつ抗ウイルス活
性を発揮する物質 (非核酸アナログ)を 4種類発見した。今後、類縁物質合成 口構造活
性相関研究・コンピュータ検索を経て新規抗ウイルス創薬リー ド化合物を得る。他班と
の連携研究により、ウイルス侵入を阻害することで抗ウイルス活性を示す化合物を見出
すとともに、前年度発見した「B型肝炎ウイルス感染に伴う肝線維化抑制化合物」を展
開し、約80倍強力な化合物を開発、ヒト肝細胞移植キメラマウスで有用性を確認した。

ウイルス因子の解析に関する研究 4課題

国立感染症研究所ウイルス第二
部

B型肝炎ウイルスの感染複製機構の解明
に関する研究

サイクロスポリンカ湘TCPを介してHBV感染を阻害することを見いだした。cccDNAのアッ
セイ系を樹立し、化合物や宿主因子のスクリーニングを実施した。また、試験管内の
アッセイ系などの開発が進み、一部小嶋班に提供を予定している。粒子形成機構

ではカプシド蛋白を標的としたin s‖ icoスクリーニングからリー ド化合物を同定し
た。他の研究班と連携して抗ウイルス薬候補の探索を進める。

上 田  啓 大阪大学医学系研究科
B型肝炎ウイルス感染受容体の分離・同
定と感染系の樹立及び感染系による病態

と新規抗HBV剤 の開発

はウイルスの感染 口増殖過程を逐―観察できる簡便な感染系がない。HBVの受
を同定し、感染系を構築することで、ウイルスが引き起こす様々な病態を再現、その機
構を解明して、それを克服する治療法を開発することが本班の目標である。HBV受容体
として‖TCPが報告されたが、NTCPの発現だけではHBVの感染は成立しないこと、 トリプ
シンーEDTA処理などで感染効率が上昇することを突止めた。これらのことはHBV受容体副
因子の存在や細胞への侵入経路が重要であることを示唆している。またHBV受容体の新
候補因子として2つの因子を分離しており、これらの機能を見極めながら感染系樹立を
目指している。

遠 野  邦 忠

抗ウイルス剤開発には感染を簡便に評価する系の存在が重要である。しかしHBVの場合
にはその様な系が存在しないために開発の障害になつている。これまでに蛍光遺伝子を
持つ組み換え体HBV粒子を産生させることに成功し、この系がウイルス感染評価を容易
に、かつ迅速に行える事を明らかにした。そこで、この系を用いて化合物ライブラリー
のスクリーニングおよびHBV複製を制御するウイルス受容体などの宿主側要因の探索を
行っており、これまでにHBV複製を制御する因子の同定に成功した。

独立行政法人日立国際医療研究
センター

HBVの感染初期過程を評価する系の開
発とそれを用いた感染阻害低分子化合物
およびレセプター探索



成  松   久独立行政法人産業技術総合研究
所

B型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解
析と医用応用技術の実用化ヘ

HBs抗原のグライコプロテォミクス解析からHBVの簡易検出系の開発へと進めた。肝細胞
で発現する糖タンパク質でHBV上の糖鎖に結合する分子や、HBV分泌に重要な糖鎖遺伝子
が同定されつつあり、創薬の新規ターゲットとして検討している。また、糖鎖付きHBs
抗原を作製しており、HBVの感染を防ぐ新規ワクチンの開発やワクチン治療への応用な
どに繋げる。

宿主因子の解析に関する研究 2課題

加 藤  直 也 東京大学医科学研究所 B型肝癌における自然免疫の機能解明と
その制御による発癌抑止法開発

B型肝炎の終末像である肝癌の抑止こそが本研究のゴールである。B型肝炎では抗がん自
然免疫を担うナチュラルキラー細胞の標的であるMICAの発現量が発癌に影響している。
今年度の研究により、1)MICA発現調節機構を明らかにした、2)MICAの発現誘導剤 (肝
癌を予防あるいは治療できる可能性のある薬剤)を複数見出した、3)microRNAに よる
肝細胞特異的な‖ICA発現調節を可能にした。これらはB型肝炎における発癌抑止に応用
できると期待される。

藤 田  尚 志 京都大学ウイルス研究所 B型肝炎の新規治療薬を開発するための
宿主の自然免疫系の解析に関する研究

B型肝炎ウイルス (HBV)は実験的に増殖させることが困難であつたため、ウイルス学的
な研究が進んでいなかつた。最近の進歩により‖BVの増殖が可能になり、本研究ではHBV
がインターフェロン産生などの自然免疲を誘導することを明らかにした。自然免疫は明
らかにHBVの増殖を抑制する効果があり、抗HBV剤や遺伝子治療などとの併用の有効性に
ついて今後研究を進める計画である。

B型肝炎ウイルスの完全排除を目指した研究 3課題

金 子  周 ― 金沢大学医薬保健研究域医学系 H BV cccDN Aの制御と排除を目指す
新規免疫治療薬の開発

現在の治療法ではHBV cccDNA(肝細胞核内にとどまる環状構造のDNA)の活動を制限す
る、あるいは体内からcccDNAを排除することが難しい。そこで、免疫を用いた新しい治
療法を開発するため、cccDNAを正確に測定する方法を開発し、細胞内におけるHBVのゲ
ノムおよびエビゲノムの変化、免疫系の変動を解析した。これらの研究によつて標的と
する免疫を絞り込みつつある。

溝 上  雅 史 独立行政法人国立国際医療研究
センター

人ロキメラ遺伝子と肝臓特異的な輸送担
体の開発を基盤とした肝臓内HBV剛鵬不活
化を目指した新規治療法の開発

HBVDNAを標的とする人エキメラ遺伝子を複数種類構築し、最適化することでHBVDNAを不
活化する活性を向上させた。細胞培養レベルでは、HBVDNA以外のヒト遺伝子の切断は生
じていないというデータが得られており、動物実験での応用を進めている。この人エキ
メラ遺伝子の輸送システムについても改善を図り、肝臓に集中した輸送ができることを
確認した。人エキメラ遺伝子の発現量を安定化させる技術の開発も進み、輸送後の発現
量についても制御が可能となりつつある。

森 屋  恭 爾 東京大学医学部附属病院
B型肝炎ウイルスの完全排除等、完治を
目指した新規治療法の開発に関する包括
的研究

肝がん細胞株に添加し抗炎症、抗酸化作用発現を誘導する発癌抑作用が期待できる物質
を、日常安全に使用している薬剤のなかから見出した。この薬剤がB型肝炎ウイルス感
染マウスモデルにおいてB型肝炎ウイルを減少させる可能性も示され研究を進めてい
る。またウイルス増殖に関係する遺伝子,新海洋生物のなかから肝炎ウイルス増殖を抑
制する成分を含んだ物質も見出し新規治療薬開発のための基礎データも得つつある。

実験系の確立に関する研究 5課題

田 中  靖 人 名古屋市立大学大学院医学系研
究科

B型肝炎ウイルスの持続感染を再現する
効率的な培養細胞評価系の開発に関する
研究

HBVに対して感染許容性を示すHepG2-hNTCP― C4細胞及びキメラマウス由来の初代肝細胞
を用いたHBV持続感染培養系を確立した。このハイスループット系を用いて、他班及び
製薬企業と連携して、各種ライブラリ‐を用いた案剤スクリーニングを開始し、すでに

複数の候補化合物を得ている。得られた化合物については、薬剤耐性株に対する感受性
も同時に検討している。



原  道 法 (財)東京都医学総合研究所ゲノ
ム医科学研究分野

ツパイ全ゲノム解析に基づくB型肝炎ウ
イルス感染感受性小動物モデルの開発に
関する研究

ヒト、チンバンジー以外に適正な感染動物が存在せず、治療や病態解析に用いる
実験動物モデルの確立が急務となっている。ツパイはHBV及びHCVに感染し1～ 3年
肝炎、肝硬変、肝がんを発症する肝炎ウイルス感染動物実験モデルの候補として優れて
いる。ツパイ高感受性HBV株の選択と、HBV高感受性ツパイ系統の選択を進め、治療効果
を判定するのに必要な持続感染ツパイの樹立ができた。この持続感染ツパイを用い、著
効が期待されているHBs抗原とHBc抗原併用治療ワクチンの効果を検証する。

竹 原  徹 郎 大阪大学医学系研究科 免疫系を保持した次世代型B型肝炎ウイ
ルス感染小動物モデルの開発とその応用

発性肝障害マウスを基盤とした新規ヒト肝細胞キメラマウスを作成し、HBVの感
染を確認した。このマウスにヒト免疫細胞を移植することで、ヒト免疫がマウス個体内
で機能することを確認した。また別のマウスや移植技術を基盤とした新規ヒト肝細胞キ
メラマウスも現在作成しており、これらのモデルマウスを用いて、HBV感染病態をマウ
ス個体内で解析を行う。このような研究成果を統合することで、B型肝炎に対する創薬
研究につなげる。

茶 山  ニ 島大学大学院医歯薬保健学研 革新的な動物モデルや培養技術の開発を
通じたHBV排除への創薬研究

炎ウイルス肝炎感染、肝炎のモデルを作製して抗ウイルス薬の効果や炎症を抑制
る薬剤の効果を検証している。平成25年度は感染動物モデルの改良を行い、長期間安
こウイルス感染が持続するマウスモデルの作製に成功した。このモデル動物にイン
ターフェロンや核酸アナログを投与するとウイルスが減少し、薬剤の効果判定に有用で
あることが明らかになつた。また、ヒトのリンパ球をB型肝炎ウイルス感染マウスに注
し急性肝炎のモデルを作製した。

熊本大学生命資源研究・支援セ
ンター

ヒト/チンバンジーロマウスハイブリッド
技術を利用したB型肝炎ウイルス感染モ
デルマウスの開発

HBVに よる慢性肝炎等に対する治原法の開発が可能なHBV懸梁モデルマウスを作製するこ
とを試みている。このため、マウス個体の中で、マウス肝臓は死滅させたのち、チンパ
ンジーの肝臓またはヒトの肝臓を構築する研究をすすめている。移植に最適なレシピエ
ント用マウスの作製に成功し、チンバンジーの iPS細胞の樹立にも成功した。今後、チ
ンバンジーRTEキメうマウス圭f・・lt P卜 肝臓詈糧マウスの催製葬得ら弔申7・ふス^

の探索に関する研究 2課題

大阪市立大学大学院医学研究科
炎ウイルス構造解析による薬剤応答
の評価と新規治療薬開発に関する研究

本研究ではB型肝炎ウイルスが産生するタンパクの機能を阻害する低分子化合物を見つける
方法(インシリコロスクリーニング法)を使つて、新規DNAポリメラーゼ、S抗原、コア抗原の機能
を阻害する物質を薬剤バンク、化合物バンクより検索する。現在この方法で得られた新規抗
HBV活性を持つ候補化合物を10程度選別しヒトキメラマウス由来のPXB細胞を使つて薬効と
化合物の安全性を確認している。

谷  孝 広 独立行政法人口立がん研究セン
ター研究所

クソソームを介したHBV感染及び発がんメ
ニズム解明と治療戦略

近、細胞の分泌する小胞顆粒であるエクソソームに関心が集まり、複数のウイルス種の感
染機構やウイルス依存的疾患発症メカニズムを仲介することが報告されている。本研究では、
染細胞から放出されるエクソソームが、それらの免疫系細胞に作用して感染を制御し
るヽ可能性に注目し,HBVの感染、伝播、薬剤耐性、ならびに肝がん発生メカニズムにど
ように関係しているかを解明することで、新しいHBV創薬の起点とする事が狙いである。初
年度は、HBV感染した肝細胞に由来するエクソソームが、肝線維化の一機序である星細胞の
活性化をもたらす事を明らかにした。



平成 26年度の
普及啓発事業について
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鴫って月干製
Hepatitis:Think A9a17t

厚生労働省

「知って、肝炎」プロジェクト事務局

(案 )

肝炎総合対策推進国民運動事業

「繁口つて、月干炎」キツクオフミ…ティング2014
2014年 7月 22日 (火 )部内会場 (予定 )

厚生労働省は肝炎の正しい知識、早期発見・早期治療に向けて自ら積極的に行動していくことを目的とし

た肝炎総合対策推進国民運動事業「知つて、肝炎」プロジェクトの活動の一環として、7月 22日 (火 )に、「知

つて、肝炎」キックオフミーティングを開催します。

肝炎総合対策推進国民運動事業「知って、肝炎」プロジェクトとは、2012年より、肝炎に関する知識、肝

炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、あらゆる国民が肝炎の正しい知識を持ち、早期発見・早期

治療に向けて自ら積極的に行動していくことを目的とした厚生労働省が行う啓発活動となります。

2010年、世界保健機関 (WHO)は、世界的レベルでのウイルス性肝炎のまん延防止と患者・感染者に対

する差別・偏見の解消や感染予防の推進を図ることを目的として、7月 28日 を「Wo‖ d HepaJJs Day(世界肝

炎デー)」と定め、肝炎に関する啓発活動等の実施を提唱しました。日本でも、2012年より7月 28日 を「日

本肝炎デー」と定め、改めて広く肝炎の正しい知識、情報の理解促進を図る事を目的として本イベントを開

催します。

※本イベントは報道機関向けのものであり、一般参加の募集は行つていません。

● 厚生労働省 肝炎総合対策推進国民運動事業「知って、肝炎」プロジェクト 公式ホームページ
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"TEL103)3571`10S
◆ごキ菫の方に「ACジャ′マンのご案内」を
お遇りします。0手205円間封)
◆ホームヘージhttp:″www ad・ c o7,p

ALC
」APAN

111か iι由=→・

口
"潔
→|

■1禦目
'グ
。̈■日

公菫社団法人ACジャバンは全国の1,ooOを 超す

民口0●Iと口件″0とつになつ(
広告を通して社会にメッセージを選り椰サろ,営■●■でt

ACジャバンは、この活動を支援しています
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